
















いる（法人税法 22 条 1 項）。この場合の益金の額に算入すべき収益の額と損金の額に算入す
べき原価、費用、損失の額は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準（以下、「公正処
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2　公正処理基準の立法経緯


























1 　武田昌輔『法人税回顧六〇年～企業会計との関係を検証する～』（TKC 出版、2009 年）141-145 頁。
2 　<http://www.soken.or.jp/p_document/zeiseishousakai_pdf/s4202_s42zeiseikaiseihoka.pdf> 参照。
3 　前掲注 2 参照。
4 　第一次答申第 3 一Ⅰ 1（1）（ウ）43 頁。
― 16 ―









法 22 条 4 項で宣言し、必要最小限の税法独自の計算原理を「別段の定め」として法人税法に
残したのである。
　法人税法 22 条 4 項は、昭和 42 年に、事実上、この答申に従って制定された。この答申に
おける「基本規定」が法人税法 22 条 4 項の公正処理基準、「税法独自の計算原理」が法人税
法 22 条 2 項及び 3 項のいう「別段の定め」であるといえる。












5 　前掲注 4　43-44 頁参照。
6 　武田・前掲注 1　147 頁、中里実「企業課税における課税所得算定の法的構造（5・完）」法学協会雑
誌 100 巻 9 号（1983 年）1567 頁参照。
7 　弥永真生『会計基準と法』（中央経済社、2013 年）82 頁参照。
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されなければならない旨を定め、ここでの内閣府令である財務諸表等規則の 1 条 1 項は、財
務諸表の用語、様式及び作成方法は、当該規則に定めがあるもののほかは「一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準」（以下、「企業会計の基準」という。）に従う旨を定めている。







 8 　江頭憲治郎＝中村直人編『論点体系会社法 3 株式会社Ⅲ』（第一法規、2012 年）472 頁参照〔本多正
樹執筆部分〕。
 9 　弥永・前掲注 7　111-112 頁参照。弥永真生教授は、一例として最判平成 20 年 7 月 18 日刑集 62 巻
7 号 2101 頁を挙げている。94-96 頁参照。
10 　金融庁告示 70 号（平成 21 年 12 月 11 日）参照。
11 　弥永・前掲注 7　82 頁参照。
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法人税法 22 条 4 項に関する考察
−公正処理基準と公正会計慣行との関係性を基に− （井上）
　両者の関係であるが、まず、公正会計慣行には、「企業会計の基準」が含まれると解されて






















人税法 74 条 1 項の確定決算主義を通じて会社法会計に依存し、会社法会計は前記の会社法
431 条を通じて企業会計に依存している、としている。
12 　弥永・前掲注 7　921 頁参照。
13 　例えば、中小企業の会計に関する指針や中小企業の会計に関する基本要領である。
14 　江頭憲治郎『株式会社法〔第 6 版〕』（有斐閣、2015 年）629 頁参照。
15 　金子宏『租税法第二十一版』（弘文堂、2016 年）321-324 頁、成道秀雄「法人税法 22 条第 4 項『公正
処理基準』の検証」租税研究 800 号（2016）311 頁参照。
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16 　例えば、成道秀雄『新版税務会計論第 4 版』（中央経済社、2013 年）6 頁、吉牟田勲『新版法人税法
詳説―立法趣旨と解釈―平成 8 年版―』（中央経済社、1996 年）45 頁、山田二郎『山田二郎著作集Ⅰ
租税法の解釈と展開（1）』（信山社、2007 年）322 頁、武田昌輔『法人税回顧六〇年～企業会計との関
係を検証する～』（TKC 出版、2009 年）141-145 頁がある。
17 　最高裁平成 5 年 11 月 25 日判決民集 47 巻 9 号 5278 頁。
18 　松沢智『新版租税実体法―法人税法解釈の基本原理―』（中央経済社、1994 年）162-163 頁参照。
19 　大竹貿易事件以外にも例えば、プリペイドカード事件（名古屋地裁平成 13 年 7 月 16 日判決税務訴
訟資料 251 号順号 8948）やエス・ブイ・シー事件（最高裁平成 6 年 9 月 16 日判決刑集 48 巻 6 号 357 頁）
などがある。
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23 　成道秀雄「6 つの会計基準と 6 つの課税所得」企業会計 62 巻 12 号（2010 年）64-67 頁参照。
24 　企業会計原則第一・五、同原則注解注 3 参照。
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25 　金子・前掲注 15　79 頁参照。
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法人税法 22 条 4 項に関する考察
−公正処理基準と公正会計慣行との関係性を基に− （井上）
26 　中里教授も、このような解釈は租税法律主義に反する可能性がありうると指摘している（中里実
「判批」税研 18 巻 1 号（2002 年）42 頁参照）。
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法人税法 22 条 4 項に関する考察
−公正処理基準と公正会計慣行との関係性を基に− （井上）
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　This article considered it based on Corporate Tax Law Article 22 and relations of company law 
Article 431.
 Basically, the relationship between Article 431 of the Companies Act and Article 22 Clause 4 of the 
Corporation Tax Law is in agreement. However, account processing corresponding to Article 431 of the 
Companies Act may not fall under Article 22, Clause 4 of the Corporate Tax Law in some cases.
 First judge whether it falls under Article 431 of the Companies Act.
 Next, judge whether it falls under Article 22, Clause 4 of the corporate tax law.
　This interpretation is consistent with the idea that it was established to clarify the legislative purpose 
of the Corporation Tax Law, that is, income calculation is basically compliant with sound accounting 
practices.
 In addition, it is possible to cope with unfairness in income calculation.
 In order to judge that a transaction falls under Article 22 Clause 4 of the Corporation Tax Law, 
judgment must be made from the viewpoint of fairness of equitable burden among taxpayers who made 
transactions.
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